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小児科の入院・急性期医療として 
患者に提供する医療の質を向上させるため対

応すべき課題の例 
• チーム医療の更なる推進 

• 深鎮静･鎮痛を要する環境の整備 

 →個々の患者に対する医療サービスの充実 

• 重篤な小児患者を診療する医療機関の充実 

• 地域のインフラとして機能する医療機関の確保 

 →地域に対する医療サービスの充実 

• 在宅と医療機関の連携 

• 社会的養護の必要な患者への対応 

 →医療･保健･福祉･教育の連携 
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今日のテーマ 

質が高く安定した小児の入院環境の提供 

 

1. 小児入院医療管理料 

 

2. 小児特定集中治療室(PICU)管理料 
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(複数回答あり) 

・少人数で運営している 
 小児科ほど収益が減少 
 
・NICU管理料を算定して 
 いない医療機関の収益は減少 
 
→高密度の医療を提供しないと 
 収益が期待できない 
 
(日本小児科学会 
    ：診療報酬改定影響調査) 



小児入院医療管理料と人的要件 

  点数(/日) 必要医師数 看護師数 

 1 4,584  ≧ 20 名  7:1 (夜間 9:1 ) 

 2 4,076    ≧ 9 名  7:1 (夜間≧2名) 

 3 3,670    ≧ 5 名  7:1 (夜間≧2名) 

 4 3,060    ≧ 3 名 10:1 (夜間≧2名, 看護師≧7割) 

 5 2,145    ≧ 1 名 15:1 (夜間≧2名, 看護師≧4割) 
 

※ 一般病棟入院基本料 1,591点/日 7:1 (夜間≧2名) 

  点数(/日) 必要医師数 看護師数 

 1 4,584  ≧ 20 名  7:1 (夜間 9:1 ) 

 2 4,076    ≧ 9 名  7:1 (夜間≧2名) 

 3 3,670    ≧ 5 名  7:1 (夜間≧2名) 

 4 3,060    ≧ 3 名 10:1 (夜間≧2名, 看護師≧7割) 

 5 2,145    ≧ 1 名 15:1 (夜間≧2名, 看護師≧4割) 
 

※ 一般病棟入院基本料 1,591点/日 7:1 (夜間≧2名) 



小児入院医療管理料と人的要件 

  点数(/日) 必要医師数 看護師数 

 1 4,584  ≧ 20 名  7:1 (夜間 9:1 ) 

 2 4,076    ≧ 9 名  7:1 (夜間≧2名) 

 3 3,670    ≧ 5 名  7:1 (夜間≧2名) 

 4 3,060    ≧ 3 名 10:1 (夜間≧2名, 看護師≧7割) 

 5 2,145    ≧ 1 名 15:1 (夜間≧2名, 看護師≧4割) 
 

※ 一般病棟入院基本料 1,591点/日 7:1 (夜間≧2名) 

  点数(/日) 必要医師数 看護師数 

 1 4,584  ≧ 20 名  7:1 (夜間 9:1 ) 

 2 4,076    ≧ 9 名  7:1 (夜間≧2名) 

 3 3,670    ≧ 5 名  7:1 (夜間≧2名) 

 4 3,060    ≧ 3 名 10:1 (夜間≧2名, 看護師≧7割) 

 5 2,145    ≧ 1 名 15:1 (夜間≧2名, 看護師≧4割) 
 

※ 一般病棟入院基本料 1,591点/日 7:1 (夜間≧2名) 

【課題】 
 ー収入ー 
 ・収益 = 患者単価 × 患者数 
 ・疾病構造の変化に伴い患者数↓ 
 …結果として 
 
 ー支出ー 
 ・人員確保のための相対的コスト上昇 
 
 ーその他ー 
 ・備えとしての運用に対する理解と手当 



小児を受け入れる医療機関の課題 

• 疾病構造の変化と少子化 

 

• 働き方改革に伴う、労働時間と人員確保の両立 

 

• 完全看護の確保と就業損失の抑制 

 

• 中･小規模の入院可能な小児科の確保 

 → 都市部…不安定な病床稼働率への対処 

          郊外部…地理的に集約不能、外来機能の評価 
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小児の重症患者の受け口の違い 

PER （初期治療） PICU （集中治療） 

救急疾患（救急外来） 救急疾患（病棟急変） 大手術術後管理 

救命救急センター ICU （集中治療） 

救急疾患（救急外来） 救急疾患（病棟急変） 

大学病院/小児病院
ICU (集中治療) 

大手術術後管理 

日本 

欧米 

東京都立小児総合医療センター 清水直樹先生スライドを改変 

【課題】 
 ・小児症例のボリウム不足 
 ・小児に特化したリソースの欠如 



小児特定集中治療室(PICU)管理料 

【算定要件(抄)】 

（１）小児入院医療管理料１の届出を行っている 

（２）専任の医師が常時、小児特定集中治療室内に 

  勤務している 

   当該専任の医師に、小児の特定集中治療の 

  経験を５年以上有する医師を２名以上含む 

（３）小児特定集中治療室管理を行うにふさわしい 

  専用の小児特定集中治療室を有し、当該治療室 

  の病床数は、８床以上内法による測定で、１床 

  当たり15平方メートル以上 

【算定要件(抄)】 

 
（８）次のいずれかの基準を満たしていること 

 ア 当該治療室において、他の保険医療機関から転院してきた急性期 

  治療中の患者（転院時に他の保険医療機関で救命救急入院料、特定 

  集中治療室管理料を算定するものに限る。）が直近１年間に20名以上 

 
 イ 当該治療室において、他の保険医療機関から転院してきた患者 

  （転院時に他の保険医療機関又は当該保険医療機関で救急搬送診療 

  料を算定したものに限る。）が直近１年間に50名以上（そのうち、 

  当該治療室に入室後24時間以内に人工呼吸（５時間以上（手術時の 

  麻酔や検査のために実施した時間を除く。）のものに限る。）を実施 

  した患者（当該治療室に入室後又は当該他の保険医療機関で開始 

  されたものに限られ、日常的に人工呼吸を実施している患者は 

  含まない。）が30名以上）であること。 



3. 重篤な小児患者を診療する 
医療機関の充実 

【各入院料の算定点数】 

• 小児集中治療室管理料     15,752点 

 

• 救命救急入院料 + 小児加算 

    9,869 〜 11,393 点(初日のみ+5,000点) 

 

• 特定集中治療室管理料 + 小児加算 

    9,361 〜 13,650点 

 (加算 〜7日: 2,000点、8〜14日: 1,500点) 
 

※ いずれの特定入院料も算定期間は原則14日間 



3. 重篤な小児患者を診療する 
医療機関の充実 

小児特定集中治療室管理料 
の活かし方 

and 

救命救急入院料/特定集中治療室管理料 
の活かし方 

and 

両者と小児科病棟･地域 
をつなぎ方 



3. 重篤な小児患者を診療する 
医療機関の充実 

急性期 

地域の 
医療機関 かかりつけ医 

大学病院･小児病院等の 
高次医療機関 

現場 



3. 重篤な小児患者を診療する 
医療機関の充実 

回復期･慢性期 

家庭 

かかりつけ医 

地域の 
医療機関 

大学病院･小児病院等の 
高次医療機関 

経由 
(バックトランスファー) 

長期療養 



結語 

• 小児入院医療管理料 

 少子化と疾病構造の変化に伴う入院患者数減に 

 よって引き起こされる収益減の補填手段 

 

• 小児特定集中治療室管理料ほか 

 地域毎に患者の集約方法を整理する必要性 

 円滑な施設間連携を促す方策の必要性 


